
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の工程で構成される加工ラインにおける工程ごとの工具種別および加工条件を含む
ユーザ情報を入力する入力手段と、
　各工具の推奨加工条件および加工条件ごとの切削データを含むメーカ情報が記憶される
メーカデータベースと、
　

　　前記ユーザ情報を元にユーザの加工ラインにおける各工程ごとの加工単価と加工時間
のうち少なくとも一方を取得し、メーカデータベースから読み出されたメーカ情報と前記
各工程ごとの加工単価と加工時間のうち少なくとも一方とを比較して、各工程ごとの加工
単価の合計またはライン能力時間を削減できるように工具種類または加工条件を選択する

判定結果の出力手段とを具えることを特徴とする工具管理システ
ム。
【請求項２】
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メーカ情報と前記ユーザ情報とを比較してユーザ情報の適性を判定する判定手段とを有
し、
　この判定手段は、
　　メーカデータベースの切削データに含まれる V-T線図とユーザ情報に含まれる切削速
度を元に最適工具寿命を演算し、この最適工具寿命とユーザ情報に含まれる設定工具寿命
とを比較して設定工具寿命の適正を判断する第一判定手段と、

第二判定手段とを含み、
　さらに前記判定手段の



　ユーザ情報には、新規の加工ラインにおける工具種別と加工条件とが含まれることを特
徴とする請求項１に記載の工具管理システム。
【請求項３】
　メーカデータベースには、ユーザ情報を基に作成した既存の加工ラインにおける工具種
別と加工条件ならびに既存の加工ラインの立ち上げ時に含まれていなかった新たな工具に
関する情報が記憶され、
　 判定手段は、新たな工具に関するメーカ情報と既存の加工ラインにおける工具種別
と加工条件とを比較して適性を判定することを特徴とする請求項１に記載の工具管理シス
テム。
【請求項４】
　入力された工具種別および加工条件に対応した工具がメーカデータベースに存在しない
場合、その加工条件を設計部門に出力する伝送手段を具えることを特徴とする請求項 1に
記載の工具管理システム。
【請求項５】
　ユーザ情報には、工具の摩耗量が含まれ、
　メーカデータベースには摩耗形態毎に許容限界摩耗量が記憶されて、
　 前記摩耗量と許容限界摩耗量とを比較する ことを
特徴とする請求項１に記載の工具管理システム。
【請求項６】
　

　メーカデータベースが、各工具の推奨加工条件および加工条件ごとの切削データを含む
メーカ情報を記憶するステップと、
　メーカデータベースが、複数の工程で構成される加工ラインの工程ごとの工具種別およ
び加工条件を含むユーザ情報を取得するステップと、

　 判定手段が、前記ユーザ情報を元にユーザの加工ラインにおける各工程ごとの加工
単価と加工時間のうち少なくとも一方を取得するステップと、
　 判定手段が、メーカデータベースから読み出されたメーカ情報と前記各工程ごとの
加工単価と加工時間のうち少なくとも一方とを比較して、各工程ごとの加工単価の合計ま
たはライン能力時間を削減できるように工具種類または加工条件を選択するステップとを
具えることを特徴とする工具管理方法。
【請求項７】
　
　 判定手段は、工具の摩耗状態の写真から、摩耗形態を図形認識により記号化し
、摩耗許容限度の図形と比較して工具寿命を評価するステップを具えることを特徴とする
請求項 に記載の工具管理方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、加工ラインなどにおける工具の管理システムと管理方法とに関するものである
。特に、加工ライン全体における加工費用と加工時間の最適化を図ることができる工具の
管理システムと管理方法とに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、加工ラインの立ち上げは、加工メーカ（工具ユーザ）が自社内のノウハウ (データ
ベース )を基に行っていた。例えば、自動車メーカの加工ラインでは、主に生産技術担当
者が、自社内のノウハウ (データベース )を基に加工ラインの使用工具、加工条件、設定工

10

20

30

40

50

(2) JP 3694807 B2 2005.9.14

第一

前記判定手段は、 第三判定手段を含む

メーカデータベースと第一・第二判定手段を含む判定手段とを用いる工具管理方法であ
って、

　第一判定手段が、切削データに含まれる V-T線図とユーザ情報に含まれる切削速度を元
に最適工具寿命を演算し、最適工具寿命とユーザ情報に含まれる設定工具寿命とを比較し
て設定工具寿命の適正を判断するステップと、

第二

第二

さらに、判定手段は第三判定手段を含み、
この第三

6



具寿命などを決めて、ラインを立ち上げていた。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、上記ような加工ラインにおける工具の管理手法には次のような問題があった。
【０００４】
▲１▼加工ラインの工具、切削条件、設定工具寿命などが最適化されていない場合がある
。
加工に最適な工具の選択や切削条件の選択あるいは設定工具寿命の設定に関しては、工具
ユーザよりも工具メーカの方が的確に判断できることが多い。しかし、これらの加工ライ
ン条件は加工メーカのノウハウとして公開しない場合が多く、工具メーカが知ることは難
しい。そのため、工具メーカが加工ライン条件の改善を工具ユーザに提案することもあま
り行われず、加工ライン条件が最適化されていない場合がある。一方、工具メーカは工具
ユーザの使用実態を正確に把握できないため、ユーザニーズに合った商品開発が難しいと
言う問題も生じる。
【０００５】
▲２▼最新の加工技術、工具を加工ラインに継続的に導入することが難しい。
一旦、加工ラインの立ち上げが行われると、その後の改善はほとんど行われない場合が多
い。加工ラインの改善が考慮されるのは、主に何らかの異常が生じた場合に限定されるこ
とが多い。そのため、ライン立ち上げ後に、より廉価で効率的な加工を行える工具が新た
に開発されたとしても、その工具の使用については考慮されず、コストや効率の面で不利
な加工を続けていることが多い。特に、前述した加工ライン条件の非公開化に伴い、工具
メーカがより低コストで効率的な加工ラインを実現するための工具を提案することが難し
い。
【０００６】
従って、本発明の主目的は、加工ラインにおける工具の選択や切削条件の選択あるいは設
定工具寿命の設定を最適化することができる工具管理システムと管理方法を提供すること
にある。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明は、工具ユーザ側の加工ライン条件を工具メーカ側に提供してもらい、工具ユーザ
側の加工ライン条件を工具メーカ側の情報と照合することで上記の目的を達成する。
【０００８】
すなわち、本発明の工具管理システムは、工具種別および加工条件の少なくとも一方を含
むユーザ情報を入力する入力手段と、各工具の推奨加工条件および加工条件ごとの切削デ
ータを含むメーカ情報が記憶されるメーカデータベースと、入力されたユーザ情報に対応
するメーカ情報を前記データベースから読み出し、読み出されたメーカ情報と前記ユーザ
情報とを比較してユーザ情報の適性を判定する判定手段と、判定結果の出力手段とを具え
ることを特徴とする。
【０００９】
また、本発明の工具管理方法は、工具種別および加工条件の少なくとも一方を含むユーザ
情報を準備するステップと、前記ユーザ情報を元にユーザの加工ラインにおける各工程ご
との加工単価と加工時間のうち少なくとも一方を求めるステップと、求めた各工程ごとの
加工単価の合計またはライン能力時間を削減できるように工具種別または加工条件を選択
するステップとを具えることを特徴とする。
さらに、工具種別、加工条件を最適化できるよう、工具の使用状況を工具摩耗形態により
数値化、もしくは記号化して評価するステップを具えることが好ましい。
【００１０】
上記の構成により、本発明システムは、工具ユーザの設定したユーザ情報を、工具メーカ
の保有するメーカデータベースの情報と照合することで、最適な工具種別と加工条件の選
択を行うことができる。
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【００１１】
また、本発明方法は、複数の工程で構成される加工ラインにおいて、各工程ごとに加工単
価と加工時間を求めて最適な工具種別や加工条件を選択し、各加工単価と加工時間のバラ
ンスを調整する。これにより、加工ライン全体としての加工コストと加工時間の低減を図
ることができる。
【００１２】
本発明の詳細を説明する前に、各情報・条件などの内容を説明する。
工具種別：バイト・フライス・ドリル・リーマ・砥石など工具の種別と、各種別における
工具の型番を示す。スローアウェイタイプの工具ではチップの型番も含まれる。工具（チ
ップ）の型番と材質名を特定することで、工具の材質・形状が特定される。
【００１３】
加工条件：切削速度、送り、切り込み、被削材、乾式・湿式の別など、切削を行う際に決
定する必要がある条件のことである。
【００１４】
設定工具寿命：工具ユーザが決定した工具の予想寿命のことである。一工程における製品
の加工個数で示す。
【００１５】
最適工具寿命：工具性能を最大限生かすことのできる予想寿命のことである。
【００１６】
取付け数：一工程において必要な工具の数である。スローアウェイタイプの工具において
は、工具一つあたりに装着されるチップの数になるため、「取付け数」は「工具数×チッ
プ数」になる。
【００１７】
使用回数：一つの工具で使用できる回数を表す。多コーナ使用のチップの場合、そのコー
ナ数になり、ドリル、エンドミルの様に再研磨して使う工具は、工具が寿命に達してから
研磨して再利用した場合の総利用回数である。
【００１８】
実加工時間：一工程において製品一つの加工を行うにあたり、工具が実際に切削を行って
いる時間である。
【００１９】
非切削時間：一工程において製品一つの加工を行うにあたり、工具が切削に関与していな
い時間のことである。
【００２０】
工具交換時間：寿命に達した工具を新たな工具（再研磨した工具も含む）と交換するのに
要する時間である。単位は、交換１回あたりの時間で示す場合は「秒／回」、交換１回あ
たりの時間を設定工具寿命で除して製品一つあたりの時間で示す場合は「秒／個」である
。
【００２１】
サイクル時間：一工程において製品一つの加工を完了するのに要する時間のことであり、
実加工時間と非切削時間の合計である。
【００２２】
工具単価：工具（スローアウェイタイプの場合はチップ）一つあたりの価格のことである
。
【００２３】
再研磨単価：工具寿命に達したとき、工具一つを研磨して再利用するために要する費用の
ことである。多コーナ使用のチップの場合、研磨は行わないため、再研磨単価は生じない
。
【００２４】
推奨加工条件：工具メーカが推奨する被削材別の切削速度、送り、切り込みなどの加工条
件のことである。
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【００２５】
切削データ：どの工具でどんな被削材に対してどのような条件で切削した場合に、どの程
度の工具寿命を有するかに関するデータである。 V-T線図を利用することが好ましい。
【００２６】
V-T線図：一定の工具寿命判定基準のもとに、切削速度と工具寿命の関係を示したグラフ
である。通常、切削速度を上げると工具寿命は低下し、切削速度を下げると工具寿命は伸
びる。
【００２７】
加工時間：各工程ごとのサイクル時間と工具交換時間（秒 /個）との合計時間である。
ライン能力時間：工具交換時に機械が停止するラインにおいて、各工程の最長サイクル時
間と全工具交換時間（秒／個）との合計時間である。
【００２８】
加工単価：工具単価と再研磨単価を基にして算出した製品一つを加工するのに要する費用
のことである。次式で表される。
｛工具単価×取付け数＋再研磨単価×取付け数×（使用回数－１）｝÷（設定工具寿命×
使用回数）
【００２９】
摩耗量：工具の摩耗量のことである。平均逃げ面摩耗量や最大逃げ面摩耗量、すくい面摩
耗量を用いる。
【００３０】
許容限界摩耗量：工具性能、加工精度等を考慮して工具摩耗量の限界に規準を作り、寿命
に達したと判断したときの摩耗量のことである。
【００３１】
以上の用語を前提として、本発明を説明する。
ユーザ情報の入力手段は、ユーザが所有する端末のキーボードが一般的に用いられる。入
力されたユーザ情報が直接メーカデータベースに出力される構成でも良いし、ユーザ情報
が一旦ユーザのデータベースに記憶され、このユーザデータベースから読み出したデータ
をメーカデータベースに出力するものでも良い。
【００３２】
メーカデータベースは、あらゆる工具についての種類、切削データ、最適工具寿命、推奨
切削条件など、複数の項目に関するデータを記憶し、各データの追加、削除、変更が行え
るように読み書き自在に構成される。少なくとも一つの項目について所定の条件で検索を
行うと、その条件に合致するデータを選択することができるよう構成されている。
【００３３】
判定手段は、ユーザ情報と、このユーザ情報に対応するメーカ情報とを比較する。例えば
、ユーザが工具種類と切削条件を入力した場合、メーカデータベースから対応する工具種
類の推奨切削条件を読み出し、ユーザの決定した切削条件が推奨切削条件の範囲に入って
いるかどうかと言ったことを判定する。また、ユーザがさらに設定工具寿命も入力した場
合、この設定工具寿命が最適工具寿命と合致しているかどうかといったことを判定する。
【００３４】
出力手段は、判定結果を表示するもので、 CRTやプリンタが含まれる。
【００３５】
このような工具管理システムは、複数の工程からなる加工ライン全体の適性を判断するこ
とに利用すると好適である。その利用の仕方は、新規の加工ラインを立ち上げる場合の適
性判定はもちろん、既存の加工ラインの適性判定を行うことにも利用できる。
【００３６】
新規の加工ラインを立ち上げる場合、ユーザ情報には新規の加工ラインにおける工具種別
と加工条件とが含まれる。そして、判定手段は、新規の加工ラインについて各工程ごとの
適性を判定し、その結果を基に加工ライン全体の適正を判断する。
【００３７】
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特に、加工単価や加工時間を各工程ごとに適性判断することにより、加工ライン全体とし
ての適性を判断することが容易にできる。加工単価や加工時間の適正を判断するには、ユ
ーザ情報に加工ラインの各工程ごとの加工時間または加工単価を含むこととすれば良い。
工具単価、取付け数、再研磨単価、使用回数および設定工具寿命をユーザ情報として入力
し、これらのデータから加工単価を求め、最長サイクル時間と工具交換時間（秒／個）と
からライン能力時間を演算して求めても良い。
【００３８】
また、判定手段は、▲１▼少なくとも加工時間の最も長い工程に対して加工時間の短縮が
可能な工具種別または加工条件を抽出したり、▲２▼少なくとも加工単価の最も高い工程
に対して加工単価の低減が可能な工具種別または加工条件を抽出する。
【００３９】
すなわち、加工単価が低いが加工時間の長い工程の場合、加工単価が若干上昇しても加工
時間を短くできる条件の選択を行う。例えば、▲１▼切削速度や送りを上限まで上げる、
▲２▼粗加工・仕上げ加工の同時加工、▲３▼加工時間を短縮できるように工具の動きを
最適化する、▲４▼現状一工程であるものを二工程に分割する、などが挙げられる。同時
に、加工単価が高いが加工時間の短い工程の場合、加工時間が若干上昇しても加工単価を
減少できる条件の選択を行う。例えば、▲１▼加工速度を下げて工具寿命を長くする、▲
２▼低コスト工具に切り替える、▲３▼加工単価を下げられるように工具の動きを最適化
をする、などがあげられる。そして、「加工単価が若干上昇しても加工時間を短くできる
条件」と「加工時間が若干上昇しても加工単価を減少できる条件」との比較において、前
者の加工単価の上昇分を後者の加工単価の減少分で相殺させ、後者の加工時間の上昇分を
前者の加工時間の短縮分で相殺することにより、加工ライン全体としての加工単価または
加工時間の短縮を図ることができる。
【００４０】
一方、既存の加工ラインの適性判定を行う場合も基本的な考え方は新規の加工ラインの適
性判断と同一である。従来は、既存の加工ラインについては立ち上げ後に改めての適性判
断を行うことはほとんどなかった。本発明では、メーカ情報に、既存の加工ラインの判定
時に含まれていなかった新たな工具に関する情報を含めることで、既存の加工ラインにお
ける各工程ごとの適性を新たな工具に関するメーカ情報とも照合して判定し、最新工具を
利用した加工ラインへと改善することが容易にできる。
【００４１】
また、本発明システムは、入力された工具種別および加工条件に対応した工具がメーカデ
ータベースに存在しない場合、その加工条件を設計部門に出力する伝送手段を具えること
が好ましい。データベースに存在しない加工条件をユーザから要求された場合、その加工
条件を新たな工具開発の目標として速やかに設計部門に伝達することができ、ユーザニー
ズに対応した商品開発を行うことができる。
【００４２】
さらに、メーカデータベースでは各工具種別ごとの V-T線図を切削データとして記憶して
おくことで、切削速度がユーザ情報として与えられれば、 V-T線図と前記切削速度を元に
最適工具寿命を演算することがでる。そして、求めた最適工具寿命と設定工具寿命とを比
較することにより適正判断が行える。その他、摩耗状況の適正についても判定できる。ユ
ーザ情報に摩耗量を含ませ、メーカデータベースに許容限界摩耗量が記憶させておけば、
判定手段で摩耗量と許容限界摩耗量とを比較することにより判定できる。
【００４３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態を説明する。
図１は本発明システムの概略構成図である。図１に示すように、このシステムは工具ユー
ザ（加工メーカ）のユーザデータベース 1と、工具メーカのメーカデータベース 2とを具え
ている。
【００４４】
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ユーザデータベース 1は、加工機械、工具種別、加工条件などを加工ラインを構成する各
工程ごとに対応して記憶するデータベースである。一方、メーカデータベース 2は、工具
メーカが工具種別ごとに対応した推奨加工条件を記憶すると共に、種々の加工条件に応じ
た切削データを記憶するデータベースである。ここでは切削データとして V-T線図等を用
いる。これらメーカデータベースのデータは、通常、設計開発部門を通じて入力され、新
製品が開発されると、新製品に関するデータも順次追加されてデータの更新が行われる。
図示していないが、いずれのデータベースにもキーボードなどの入力手段と、 CRTやプリ
ンタなどの出力手段とが接続されている。
【００４５】
以下、加工ラインを新規に立ち上げる場合と、既存の加工ラインの改善を行う場合に分け
て説明する。
【００４６】
まず、新規の加工ラインを立ち上げる場合の判断手順を表すフローチャートを図２に示す
。
【００４７】
加工ラインの各工程の加工種別、例えば、穴あけ、平面削り、バリ取りなどを入力し、ユ
ーザデータベースから各加工種別に対応した工具種別を入手する。続いて、この工具種別
に対応した切削条件も入手して切削条件を決定する。
【００４８】
工具種別と切削条件とが決定できたら、これをメーカデータベースに送る。メーカデータ
ベースに送られてから判定が行われるまでのフローチャートを図３に示す。メーカデータ
ベースでは、ユーザが選択した工具種別に対応した推奨切削条件を読み出し、ユーザの切
削条件と比較を行う。
【００４９】
この比較で、ユーザの加工条件がメーカの推奨加工条件の範囲内であれば、適正な選択で
あると判断する。しかし、この範囲外の場合、他の工具種別で対応できないかどうかを検
索する。検索の結果、ユーザの選択した切削条件に対応できる工具が存在しない場合、こ
の切削条件をメーカの設計・開発部門に伝送し、今後の商品開発の目標とする。ユーザの
選択した切削条件に対応できる工具が見つかれば、工具種別や加工条件の選択が不適切で
あると言う問題点を出力し、さらに問題点を解消するための代替工具種別や代替加工条件
を表示する。
【００５０】
このような手順を加工ラインの工程ごとに繰り返し行って工具種別・加工条件を最適化し
、加工ライン全体の工具種別および加工条件を決定する。加工ライン全体について、最適
化が判定できれば、この工具種別および加工条件をユーザデータベースに記憶すると共に
、メーカデータベースに転送してユーザ別に記憶させる（図２）。
【００５１】
次に、既存の加工ラインの改善を行う場合の判断手順を表すフローチャートを図４に示す
。既存の場合も基本的には新規の場合と変わらない。ただ、既存の加工ラインについては
既にメーカデータベースに既存の加工ラインの工具種別・加工条件が工程ごとに記憶され
ている。
【００５２】
従って、加工ラインの改善を行うには、既存の加工ラインの立ち上げ時に含まれていなか
った新たな工具に関して適正判断を行えば良い。すなわち、新たな工具のメーカ情報が入
力された場合、その工具種別に対応する工具が既存の加工ラインに利用されているかどう
かを検索する。対応する工具があれば、新たな工具の推奨加工条件と既存の加工ラインで
用いられている工具の加工条件とを比較したり、新たな工具と既存の加工ラインの工具の
工具単価を比較して、より好条件のものがあれば、ラインの改善案として出力する。
【００５３】
ラインの改善案を受け取ったメーカ側では、その採否を決定し、改善案を採用した場合は
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メーカデータベース、ユーザデータベースの加工ラインの登録内容を更新する。
【００５４】
さらに、上部カバー固定キャップを製造する加工ラインにおける適正判定例を用いてより
具体的に本発明を説明する。図５は上部カバー固定キャップを製造する加工ラインの全体
構成図で、 OP10～ OP50までの全５工程からなっている。図５の各工程には、用いる機械種
別と型番ならびに加工種別を表示している。
【００５５】
また、各工程は、ワークのクランプ、位置決め、実際の加工など、複数のサブ工程から構
成されている。サブ工程ごとの加工情報の構成図を図６～図 19に示す。
【００５６】
このような加工ラインにおいて、ユーザ情報として設定工具寿命、取付け数、使用回数、
実加工時間、非切削時間、工具交換時間、工具単価、再研摩単価を入力してメーカデータ
ベースに登録しておく。加工単価も予め算出してユーザ情報に含めておいても良い。ある
いはユーザ情報には加工単価を含めずに設定工具寿命、取付け数、使用回数、工具単価、
再研摩単価を用いて次式でメーカデータベースに設けた演算手段により求めて登録してお
いても良い。
｛工具単価×取付け数＋再研磨単価×取付け数×（使用回数－１）｝÷（設定工具寿命×
使用回数）
【００５７】
さらに、工程別の加工時間やライン能力時間も予め求めてユーザ情報に含めるか、あるい
はユーザ情報には含めずに「実加工時間と非切削時間と工具交換時間（秒 /個）の合計」
または「最長サイクル時間と全工具交換時間（秒／個）との合計」をメーカデータベース
に設けた演算手段により求めて登録しておく。
【００５８】
最適工具寿命は、 V-T線図とユーザ情報に含まれる切削速度とから演算して求められる。 V
-T線図は、切削速度と工具寿命の関係を示すグラフで、一定の関数で表すことができるた
め、切削速度を決定すれば最適工具寿命を導くことができる。そして、工具寿命の適正は
、設定工具寿命と最適工具寿命とを比較することで行う。
【００５９】
これらユーザ情報を表１と表２にまとめて示し、ライン全体の加工費・ライン能力時間・
8時間当たりの加工能力を表３に整理して示す。
【００６０】
【表１】
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【００６１】
【表２】
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【００６２】
【表３】
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【００６３】
このような加工ラインにおける加工単価と加工時間を工程ごとにグラフで表すと図 20、図
21のようになる。
【００６４】
このグラフから明らかなように、 OP10は加工単価が低いが加工時間が長い。そのような場
合、▲１▼切削速度や送りを上限まで上げる、▲２▼粗加工・仕上げ加工の同時加工のよ
うに複数工程を一工程に減らす、▲３▼加工時間を短縮できるように工具の動きを最適化
する、▲４▼現状一工程であるものを二工程に分割するなどを行う。特に、切削速度や送
りを上限まで上げられるかどうかは、メーカデータベースの最適加工条件と比較すること
で容易に判定することができる。
【００６５】
一方、 OP30は加工単価が高いが加工時間が短い。そのような場合、▲１▼加工速度を下げ
て工具寿命を長くする、▲２▼低コスト工具に切り替える、▲３▼加工単価を下げられる
ように工具の動きの最適化をするなどを行う。特に、低コスト工具の切り替えは、メーカ
データベースからより工具単価の低い工具を検索することで容易に探し出すことができる
。
【００６６】
そして、「加工単価が若干上昇しても加工時間を短くできる条件」と「加工時間が若干上
昇しても加工単価を減少できる条件」との比較において、前者の加工単価の上昇分を後者
の加工単価の減少分で相殺させ、後者の加工時間の上昇分を前者の加工時間の短縮分で相
殺することにより、加工ライン全体としての加工単価または加工時間の短縮を図ることが
できる。
【００６７】
その他、図 22に示すように、工具の摩耗状況の判定を行うこともできる。この判定には、
メーカデータベースに工具の摩耗許容限度を記憶させておき、ユーザ情報として工具の摩
耗量をメーカデータベースに伝送することで両者を比較し、既に寿命を過ぎているか、ま
だ十分使用可能かどうかを判定することができる。摩耗量は、平均逃げ面摩耗量や最大逃
げ面摩耗量、すくい面摩耗量等を用いて数値化すれば良く、ユーザが測定してメーカデー
タベースに入力すればよい。特に、設定工具寿命に達した時点の摩耗量の判定から、設定
工具寿命が妥当かどうかも推測できる。例えば、設定工具寿命に達した時点の逃げ面摩耗
量が摩耗許容限度よりも小さければ、設定工具寿命をより大きく設定しなおすことができ
る。また、工具の摩耗状態の写真から、摩耗形態を図形認識により記号化し、摩耗許容限
度の図形と比較して設定工具寿命の妥当性を判定してもよい。
【００６８】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明管理システム・管理方法によれば、工具ユーザは工具メーカ
のデータベースを利用することで、加工ラインの工具、切削条件、工具寿命を最適化し、
コスト・人員の削減が可能になる。
【００６９】
新設の加工ラインは、ラインが立ち上がる前に問題点を見つけることができる。既設の加
工ラインは、常に最新の工具や切削条件を用いた加工ラインに継続的に改善することがで
きる。
【００７０】
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工具ユーザは、加工情報、工具種別、工具使用状況調査情報を作成することにより、加工
ラインの問題点を明確にすることができる。
【００７１】
工具メーカは、ユーザの加工技術 (ノウハウ、価格等 )が入手できる。また、ユーザニーズ
を的確につかむことができ、加工技術の蓄積と効率の良い製品開発が行える。さらには新
しい工具や技術を効果的に拡販できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明システムの構成を示す概略図である。
【図２】本発明システムで新規の加工ラインの適正判断を行う際の全体フローチャートで
ある。
【図３】本発明システムで適正判断を行う際の部分フローチャートである。
【図４】本発明システムにより加工ラインの改善を行う場合のフローチャートである。
【図５】加工ライン全体の工程表である。
【図６】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図７】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図８】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図９】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図１０】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図１１】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図１２】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図１３】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図１４】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図１５】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図１６】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図１７】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図１８】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図１９】図５の加工ラインの一工程におけるツーリング図である。
【図２０】工程ごとの加工単価を示すグラフである。
【図２１】工程ごとの加工時間を示すグラフである。
【図２２】刃先の顕微鏡写真を含む工具使用状況の調査結果を示す説明図である。
【符号の説明】
１　ユーザデータベース
２　メーカデータベース
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】
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【 図 １ ７ 】 【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】 【 図 ２ ０ 】
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【 図 ２ １ 】 【 図 ２ ２ 】
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